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研究成果の概要（和文）：　本研究では， EU離脱問題を事例として取り上げて，イングランド・ナショナリズ
ムの政治化によってイギリスの政党政治にどのような変化がもたらされたのか，という点に注目して分析を行っ
た。研究を通じて明らかにされた点としては，①イングランド・ナショナリズムの台頭とグローバル化や非対称
的権限移譲枠組に対する「置き去りにされた人々」の反発の結びつき，②イングランド・ナショナリズムに対す
る二大政党の対照的な対応と事実上のイングランド・ナショナリズム政党としてのUKIP，③EU離脱問題とアイデ
ンティティ政治およびアングロスフィアの関連，を挙げることができる。

研究成果の概要（英文）：　This research focuses on Brexit as a case study in order to analyse how 
British party politics has been transformed by the rising tide of English nationalism.  The analysis
 of this research shows the following.  Firstly, the rise of English nationalism is partly caused by
 the mobilisation of "the left behind" who on the one hand lost out to globalisation and on the 
other hand had grave doubts about asymmetrical framework of the devolution.  Secondly, there are 
contrasting responses towards English nationalism by the two main parties and UKIP.  Thirdly, Brexit
 is related to the rise of identity politics and Anglosphere as an external strategy of the UK.

研究分野：政治学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究の学術的意義は，EU離脱問題とイングランド・ナショナリズムの関係を分析することにより，多民族国
家における民族的多数派のナショナリズムのダイナミズムに関する理解を深めたところにある。また，本研究の
社会的意義は，EU離脱後のイングランド・ナショナリズムのあり方次第では，イギリスという国家の形態が変
容・解体する可能性もある一方，EUに代わる新たな外交路線として英語圏諸国との統合をめざすアングロスフィ
アが現実化することも想定される，ということを指し示したところにある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 2016年に行われたイギリスの EU国民投票は，大方の予測を裏切って離脱多数となった。こ
の国民投票では，イギリスを構成する 4 つのネイションのうち，イングランドとウェールズで
は離脱多数，スコットランドと北アイルランドでは残留多数となり，きわめて対照的な結果が示
された。 
  国民投票後，残留多数となったスコットランドが独立する可能性について関心が高まったが，
イギリスの人口の約 85％を占めるイングランドでは，イングランド・ナショナリズムの台頭と
EU離脱投票との間で興味深い関連が見られた。出口調査によれば，自分をイギリス人ではなく
イングランド人であると考える人の 79％が離脱投票したのに対して，自分をイングランド人で
はなくイギリス人であると考える人の 60％が残留投票していたのである。 
  EU 国民投票によって光が当てられたイギリスにおける地域的対立の深刻化の問題について，
スコットランドなど周辺地域のナショナリズムの影響に関する研究にはかなりの蓄積が見られ
ていたが，イギリスの支配的ネイションであるイングランドのナショナリズムがもたらす政治
的なインパクトについての研究は，十分とは言い難い状況であった。 
  なぜイングランド・ナショナリズムについてこれまで注目されてこなかったのか。それは，
1990年代末の権限移譲改革によってスコットランド，ウェールズ，北アイルランドが自治権を
獲得したのに対して，イングランドでは必ずしも同様の自治権が求められていないように見え
たからである。実際，2004年にイングランド北東部地域で自治議会設立の是非を問う住民投票
が行われたが，圧倒的大差で否決されていた。イングランドに自治の枠組は不要というのが，イ
ングランド人の基本的な考え方のように思われた。 
 しかし，こうした状況は 2014年のスコットランド分離独立住民投票後に一変した。このとき
保守党のキャメロン首相は，これまでの権限移譲改革で見過ごされてきたイングランド問題の
解決策として，イングランドのみに適用される法律はイングランド選出下院議員が決定する新
たな立法手続きを導入する姿勢を示したのである。また，先述のように，2016年の EU国民投
票では，イングランド人アイデンティティと離脱投票が密接に結びついていた。さらに，イギリ
スの 4つのネイションの中で，最も離脱票の割合が多かったのもイングランドだった。 
 そこで，イングランド・ナショナリズムの政治化が近年どのように進展してきたのか，という
問題関心のもと，保守党や労働党などイギリスの主要政党が，イングランド・ナショナリズムの
台頭に際して，どのような戦略的行動をとったのかという問題を検討することには意義が認め
られると考えた。また，EU国民投票に注目して，イングランドとその他 3つのネイションのナ
ショナリズムと欧州統合との関係に，どのような違いがあるのか検討することで，イングラン
ド・ナショナリズムの特質を明らかにすることができると思われた。 
 
２．研究の目的 
 本研究では， EU 国民投票を主な事例として取り上げて，イングランド・ナショナリズムの
政治化によって主要政党の戦略的行動にどのような変化がもたらされたのか，という点に注目
して，研究期間内に以下の点を明らかにすることを試みた。 
 (1) イングランド・ナショナリズム台頭の背景を明らかにすることをめざした。近年，イング
ランドでは，イングランド人アイデンティティが増大傾向を見せる一方，イギリス人アイデンテ
ィティは減少傾向を見せている。本研究では，こうしたイングランドにおけるアイデンティティ
の変化について，近年の社会的変化の文脈だけでなく，長い歴史的発展の文脈の中で検討するこ
とに力を入れた。特に注目したのは，戦後の帝国解体（植民地独立）に伴う国家的変容や EUに
おける欧州統合の進展，そして，イギリス国内での権限移譲改革が，イングランド人のアイデン
ティティ意識にどのような影響を与えたか，などの点であった。 
 (2) イングランド・ナショナリズムの台頭に伴う主要政党の戦略的行動の変化を明らかにする
ことをめざした。イングランド・ナショナリズムの台頭とともに勢力を拡大させたのは，右派ポ
ピュリズム政党の UKIP であった。また，中道右派政党の保守党はイングランド・ナショナリ
ズムにアピールする政策を掲げるようになった。それに対して，中道左派政党の労働党は有効な
対処を見せていなかった。本研究では，イングランド・ナショナリズムの台頭に対する左右両勢
力の対応の違いについて，それぞれのイデオロギーや支持基盤のあり方に注目して解明するこ
とをめざした。 
 (3) イングランド・ナショナリズムと EU離脱問題の関係を明らかにすることをめざした。ネ
イションごとに異なる国民投票の結果が明らかにしたように，EU離脱の主張はイングランドや
ウェールズでは強くアピールしたが，スコットランドや北アイルランドでは効果を発揮しなか
った。本研究では，なぜイングランド・ナショナリズムが欧州統合に対する否定的態度（欧州懐
疑主義）と結びついたのかという点について，スコットランドなど他のネイションのナショナリ
ズムと対比して検討することにしていた。 
 
 
３．研究の方法 
本研究の研究計画・方法は，大きく分けると次の 3つの段階から構成されていた。 
 (1) ナショナリズム，ナショナル・アイデンティティ，欧州統合，権限移譲改革に関する既存
の理論および事例研究の整理と考察をふまえた分析枠組の構築。本研究の分析枠組の構築にあ



たっては，近年のヨーロッパ諸国における多様なナショナリズムの台頭に触発されて進展して
いる先行研究の蓄積に目配りをしつつも，他方で欧州統合や権限移譲改革などがもたらす変化
に対して政党が見せている戦略的対応に関する先行研究についても，その知見を活用すること
を心掛けた。それにより，本研究の主たる問題関心であるイングランド・ナショナリズムの政治
化，および，欧州統合と権限移譲改革に対する政党の戦略的対応について，より明瞭に分析する
ことが可能となった。 
 (2) EU 国民投票や総選挙の事例をもとにした，イングランド・ナショナリズムの政治化と主
要政党の戦略的行動の変化に関する研究調査とそれに基づく現状分析。本研究期間中に毎年度
イギリスを訪問し，EU 国民投票において離脱派および残留派として活動した下院議員など主要
な政治家，および，政治団体に対して聞き取り調査を行った。また，2019 年総選挙の期間にも
イギリスを訪問し，主要政党の EU 離脱問題への対応に関する研究調査を行った。さらに，イギ
リスの大学に所属するイングランド，スコットランド，ウェールズ政治の研究者と率直な意見交
換を行い，本研究を実施する上で有益な知見を得た。 
 (3) 以上の研究・調査をふまえたイングランド・ナショナリズムの総合的分析を通じて，イギ
リスのような多民族国家における民族的多数派のナショナリズムについて，理解を深めること
をめざした。 
 
４．研究成果 
  本研究の初年度となる平成 29 年度の研究においては，ナショナリズム，ナショナル・アイデ
ンティティ，欧州統合，権限移譲改革に関する理論・事例研究を取り扱った文献・論文を収集し
たうえで，その内容に関する分類・整理を行った。 
 さらに，平成 29 年度にはロンドンとカーディフを訪問し，上院議員，下院議員，ウェールズ
議会議員，そして，EU 離脱問題に関わる運動団体に対して聞き取り調査を行った。こうした聞
き取り調査を通じて，EU国民投票およびその後の EU離脱をめぐる政治過程とイングランド・ナ
ショナリズムの政治化との関係について，一定程度理解を深めることができた。また，カーディ
フ訪問を通じて，イングランド・ナショナリズムの比較対象として，ウェールズ・ナショナリズ
ムについて一定の知見を得たことは，本研究にとって重要な，多民族国家イギリスを構成する各
ネイションの間の相互関係を理解するうえで意味があった。 
 平成 30 年度の研究においては，前年度に引き続いてナショナリズム，ナショナル・アイデン
ティティ，欧州統合，権限移譲改革に関する理論・事例研究に関する分類・整理・検討を行った。
また，ロンドンとエディンバラを訪問し，二大政党の下院議員およびスコットランド議会議員に
対して聞き取り調査を行った。こうした聞き取り調査を通じて，EU 離脱問題とイングランド・
ナショナリズムの政治化との関係について，さらに理解を深めることができた。特に，イギリス
の二大政党である保守党と労働党において，2014 年のスコットランド分離独立住民投票および
2016 年の EU 国民投票を契機として，それまで看過されてきたイングランドを独自の政治的共同
体として捉え，増大しつつあるイングランド・アイデンティティに対応する動きが見られること
を確認した。また，前年度のカーディフ訪問に加えて平成 30 年度はエディンバラを訪問したが，
イングランド・ナショナリズムの比較対象として，スコットランド・ナショナリズムについて一
定の知見を得たことは，多民族国家イギリスを構成する各ネイションのナショナリズムの類似
点と相違点を理解するうえで意味があった。 
  本研究の最終年度にあたる令和元年度の研究においては，12 月 12 日に EU からの離脱を最大
の争点として総選挙が実施されたことから，投票日前後の 10 日間イギリスを訪問して，主要政
党の関係者に聞き取り調査を行ったのに加えて，イギリス政治研究で著名なシェフィールド大
学のアンドリュー・ギャンブル教授と総選挙および EU 離脱問題をめぐって意見交換する機会を
持った。 
   平成 29 年度から令和元年度までの 3 年間にわたる本研究を通じて，研究開始にあたって掲
げた研究目的に関する成果については，以下のようにまとめることができる。 
  (1) イングランド・ナショナリズム台頭の背景を明らかにするという研究課題については，以
下のような知見が得られた。 
 EU 離脱多数となった 2016 年の国民投票において，イギリスを構成する 4つのネイションの中
で，総人口の約 85％を占めるイングランドで離脱が最も強く支持され，また，イングランド人
のナショナル・アイデンティティと EU 離脱投票との間に密接な関係が存在していたことについ
ては，すでに述べたとおりである。このように，EU 離脱が実質的にイングランドによって決定
されたこと，そして，イングランド人アイデンティティが離脱投票と密接に結びついていたこと
から，EU 国民投票はイングランド・ナショナリズム覚醒の契機となったとする見方もある。 
 しかし，イングランド・ナショナリズムは EU 国民投票によって予期せぬ形で噴火した，と言
うべきではない。たしかに，EU の進める欧州統合への反発はイングランド・ナショナリズムを
喚起する一つの重要な要因ではあった。だが，イングランド・ナショナリズムは，こうした欧州
懐疑主義を重要な要素としつつも，移民流入に対する不安を中心とするグローバル化の進展に
伴う社会的経済的変化に「置き去りにされた人々」の懸念，1990 年代末の権限移譲改革以降，
着実に強まってきた非対称的な権限移譲枠組に対する反発，そして，イギリスの政治システムが
イングランドの直面する問題に効果的な対応ができていないという不満など，他のさまざまな
懸念や反発と結びつく形で広がってきたことが，本研究によって明らかにされた。 



  (2) イングランド・ナショナリズムの台頭に伴う主要政党の戦略的行動の変化を明らかにす
るという研究課題については，以下のような知見が得られた。 
  まず保守党については，イングランドのみに適用される法律はイングランド選出下院議員が
決定する新たな立法手続きを導入する姿勢を示すなど，イングランド・ナショナリズムにアピー
ルする政策を掲げる動きが見られた。しかし，だからと言って，保守党がイングランド・ナショ
ナリズムを体現する政党に変容しつつあるとまでは言えないことが明らかにされた。保守党は
正式党名が「保守統一党（Conservative and Unionist Party）」であることが示すように，イギ
リス（連合王国）の一体性を維持することにコミットする政党であり，その本質が根本的に変化
したわけではない。それは，新たに導入されたイングランド法の立法手続きにも示された。イン
グランド以外から選出された下院議員に立法への関与を排除するような過激な手続きではなく，
イングランド選出下院議員にイングランド法案をめぐって拒否権を与えるという比較的穏健な
形式に落ち着いたのである。もちろん，スコットランドなどへのさらなる権限移譲に反発して，
イングランドの利益を優先すべきという見方も党内にないわけではないが，今のところ保守党
はイギリスの各ネイションの利益に対する一定の配慮を見せている。そうした配慮もあって，EU
国民投票後に行われた総選挙において，2017 年にはスコットランドで，2019 年にはウェールズ
で，保守党は議席を若干拡大している。 
 それに対して，労働党では，一方でイングランド人アイデンティティの拡大や政治的な単位と
してのイングランドの重要性に対する認識は広がりつつあるものの，そうした状況に対する政
策的な対応が一貫しているとは言い難いところがあった。先述のように，2004 年のイングラン
ド北東部地域の住民投票で自治議会設立の提案が否決されたにもかかわらず，イングランドへ
の権限移譲の問題に関する労働党の立場は，イングランドをいくつかの地域に分けて地域議会
を設立する構想やそれぞれの地域内における大都市圏広域自治体形成の構想など，イングラン
ドに対する自治権付与ではなく，イングランド内部での分権に関するものに留まっていた。さら
に，保守党が導入した新たなイングランド法の立法手続きについても，労働党は反対する姿勢を
変えなかったのである。このように，イングランド・ナショナリズムの台頭への対応について，
労働党が引き続き多大な困難を抱えていることが確認された。 
  一方，先述のように，UKIP が掲げていた反移民，反 EU の立場，権威と伝統を重んじる社会的
保守主義の価値は，イングランド人アイデンティティを持つ有権者の求めるものと合致してい
た。その意味では，この政党は UKIP（イギリス独立党）という名称が示すものとは異なり，急進
右派のイングランド・ナショナリズムの政党と呼べるのかもしれない。なお，2016 年の国民投
票での離脱多数という結果により，UKIP は実質的に存在意義を失うことになり，翌年の総選挙
では得票を大幅に減少させて議席を獲得できなかった。ただし，UKIP の存在がなければ，EU 国
民投票が実施され，離脱多数の結果が実現したとは考えられないことから，イギリス政治の変容
に関して UKIP の役割は大きかったとすることができる。 
  (3) イングランド・ナショナリズムと EU離脱問題の関係を明らかにするという研究課題につ
いては，以下のような知見が得られた。 
  先述のように，EU 国民投票ではイングランド人アイデンティティを持つ人々の大多数が離脱
に投票し，イギリス人アイデンティティを持つ人々の多数が残留に投票していた。このように，
イングランド人の間でアイデンティティの違いによって国民投票での投票傾向が明確に分かれ
ることになったのだが，こうしたアイデンティティの違いは明確な社会的基盤にもとづいてい
た。すなわち，白人，労働者階級，低学歴，中高年層などの社会的特徴が，イングランド人アイ
デンティティと結びついていたのに対して，エスニック・マイノリティ，中産階級，高学歴，若
年層などの社会的特徴は，イギリス人アイデンティティと結びついていたのである。以上のよう
な社会的特徴を備えたイングランド人アイデンティティを持つ人々は，グローバル化に伴う社
会的経済的変化に取り残された，いわゆる「置き去りにされた人々」と重なるところがある。こ
うした人々の多くが，排外主義的な右派ナショナリズム勢力（保守党右派と UKIP）による反 EU
キャンペーンに引きつけられたと見ることができる。 
 また，イングランド・ナショナリズムと EU 離脱問題の関係については，EU 離脱後の外交戦略
構想としての「アングロスフィア」が注目される。アングロスフィアとは，イギリスとの間に共
通の歴史的，文化的紐帯を有する英語圏諸国，特にアメリカやオーストラリアなど，かつてイギ
リスの植民地としての経験を持ち，白人が中心となっている国々との協力関係を指す。アングロ
スフィアは，その起源をイギリス帝国の将来をめぐって活発な議論が行われていた 19 世紀末に
までさかのぼることができる長い歴史を持つ構想であるが，EU 離脱の議論が活発になるにつれ
て，離脱後のイギリスがとるべき外交戦略構想として期待をかけられたのである。なお興味深い
のは，アングロスフィアの構想に対してイングランドでは次第に関心が高まっていたが，国民投
票で残留多数となったスコットランドではあまり議論されていなかったということである。そ
の点を考慮すれば，アングロスフィアはイングランドを中心とする外交戦略構想と見なすこと
もできる。 
 以上のように，本研究は研究開始当初に挙げた課題について相当程度の成果を上げることが
できたが，残された課題も少なくない。特に，なぜアングロスフィアがイングランドでは注目さ
れるようになったのに対して，スコットランドなど他のネイションではあまり注目されないの
かという疑問を手がかりに，複数のネイションを抱える多民族国家イギリスにおける多様なナ
ショナリズムのあり方について，今後さらに研究を深めていかなければならないと考えている。 
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